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第56回自治労道本部定期大会挨拶文

それでは、定期大会の開催にあたり、道本部執行委員会を代表して、当面する諸課題などについて申し上げ、ごあいさつに代えさせていただきたいと思います。

まず冒頭に、道本部は、昨年９月末の定期大会以降、全国現業・公企統一闘争をはじめ、秋期年末闘争、2014春闘、反戦･平和闘争、給与制度の総合的見直し反対のたたかい、人勧期闘争、スポーツ大会などなど、全力を上げて取り組んできたところです。

また、特徴的な点として、組織拡大の取り組みにおいて、地道な努力の積み重ねの結果、今年度全国第２位の拡大実績を残し、自治労全国大会で表彰されるなどの成果を収めることが出来ました。この1年間、大変厳しい諸情勢の中で、職場･地域で献身的に運動を担っていただいた各地本・単組・総支部・評議会の役員・組合員のみなさんに、この場をお借りし、深く感謝申し上げます。

それでは、最初に私達働く者を取り巻く情勢についてふれながら、話しを進めていきたいと思います。

まず、世界経済の現状についてですが、このところアメリカ経済の拡大基調が続いている中で、アメリカ連邦準備制度委員会（ＦＲＢ）がいよいよ10月には量的緩和政策を終了させるという新たな局面を迎えています。

しかし、懸念されている利上げ問題の動向によっては、景気後退に転じる可能性も指摘されています。一方、欧州連合（EU）は、債務危機問題は沈静化しつつあるものの、ウクライナ情勢の影響もあり、4～6月期のＧＤＰがゼロ成長に落ち込んでいます。

中国などの新興国の経済動向は、今後も緩やかながらも成長が続いていくようですが、先進国の景気動向に左右されない、内需型の自立的成長への転換が課題といわれています。

このような状況の中で、現状への不満や不安から欧州各国では政情が不安定化しており、地域紛争や内戦も世界各地で多発してきています。

人口問題をはじめ、貧困や食糧問題、温暖化や環境問題等々、本来全ての国々や人々が互いに協力し合って地球規模での解決をはからなければならない重要な課題が山積みしているなかで、なぜ人類はいつまでも憎しみあい殺戮を繰り返し、争い続けるのか、残念でなりません。平和憲法を持つ日本が、世界平和の実現と地球規模の課題解決のためにリーダーシップを発揮していくべきであると、強く政府に訴えたいと思います。
次に、日本経済についてですが、いわゆる「アベノミクス」と称する経済政策が、「成長戦略の三本目の矢」を放つ段階だとして、法人税の一層の引き下げと解雇の自由化などの労働者保護規制の大幅な緩和などを行おうとしています。たしかに、政府による「機動的財政政策」、つまり自民党的公共事業のばらまき政策の復活と、日銀による「異次元金融緩和」による市中銀行への大量の紙幣発行とが行われた結果、景気回復への期待の高まり等によって、株価の値上がりや円安が進行し、資産家や輸出産業を中心に利益が拡大しました。

政府の月例経済報告も、景気の基調判断の上方修正が続き、国内総生産（ＧＤＰ）もプラス成長を果たしてきました。しかし、良くなったはずの景気が、地方にはいっこうに波及しない、ないしは弱い状況にあることが判明し、円安の影響から生活必需品を中心とする物価上昇も続き、生活保護費の減額なども実施されたなかで、4月からの消費税の引き上げを契機にして、4～6月期の国内総生産（ＧＤＰ）が前期比で1,8％減、年率換算で7,1％もの減となり、9月の政府月例経済報告も景気の基調判断が下方修正されました。

今年の春闘におけるせっかくの賃上げも、消費税増税分には及びませんでしたし、最近では、経済界から歓迎されていた急激な円安に対する懸念も叫ばれはじめています。「二本の矢」によって良くなったといわれた日本経済ですが、良く見ていくと実はまったくの見せかけ、砂上の楼閣に過ぎないのではないかと思えてきます。

結局、アベノミクスによる経済政策は、資産家や輸出産業など一部の富めるものだけが、益々肥え太るという結果しか生じていないのではないかと言わざるを得ません。

今、日本国内で最も求められている経済政策は、アベノミクス的経済政策ではなく、労働者の賃金や雇用の実態を改善していくことにあると思います。これまで長く続いたデフレ経済下で、物価よりも最も激しく低下したのは労働者の賃金でした。

一方、雇用状況も、有効求人倍率や完全失業率は改善されてきたものの、実際は正規労働者が減って、非正規労働者が大幅に増加したものであり、「ワーキングプア」と呼ばれる年収200万円未満の人達も、すでに1,100万人にも及んできており、逆に賃金・労働条件の悪化が進んでいるのが実態です。

日本経済を本気で回復させていくためには、こうした、生活苦にあえぐ低所得者層はもとより、額に汗して働く多くの労働者の雇用・賃金労働条件の改善・回復こそが強く求められていると思います。それは、この間、連合や自治労が繰り返し、主張してきたように、雇用の安定的拡大・賃金の引き上げ・底上げを行っていくことによって、個人消費を増やし内需を拡大し、実体経済を成長させていく本物の景気回復につながっていくことになるという思いからです。

安倍内閣が「成長戦略の三本目の矢」として行おうとしている、法人税の引き下げや労働者保護規制の大幅な緩和は、まったく的外れの政策であり、財界のためや資産家のためのものでしかありません。また、これも三本目の矢でふれられていた問題ですが、「女性の活躍推進」にむけた新たな法的枠組みの法案が来週から始まる臨時国会に急遽提案されようとしています。

安倍総理の「女性が生き生き活躍できる社会」を実現しようとする政策の具体化ですが、これまでも育児休業3年が提起された際に、女性の働く実態や子育て環境の悪さを無視した政策として、女性から猛反対された経緯があります。今回の法案も、結局は人口減や労働力減への対策として企業に都合の良いものになりかねませんし、安倍さんの心の根底にある家族を社会単位とする自助･自立を基本とする考え方に基づいて、女性に出産・育児･介護の責任を押しつけるものとなり、本来求められている人権や平等という視点が抜け落ちた悪法になりかねないものです。

我々は、「アベノミクス」の幻想にこれ以上振り回されてはなりませんし、景気回復への期待は裏切られ、莫大な借金による国家財政の破綻という最悪の結果を生じさせないために、またこれ以上の格差拡大や女性の権利侵害や無駄な公共投資を許さないために、本物の景気回復と男女が共に生きる社会の実現を求めて、春闘をはじめとする経済闘争や、政治闘争の一層の強化を進めていかなければなりません。

どうかみなさんのご理解と力強いご協力をお願いします。

次に、政治課題についてふれたいと思いますが、「アベノミクス」の今後のねらいは、労働者保護規制の改悪や、「女性の活躍推進」に名を借りた女性の権利や労働条件の改悪でなどですが、もう一つ警戒しなければならないものとして、地方創生会議のスタートと石破地方創生担当大臣就任による、地方支配の強化です。

人口減に悩む地方の再生をめざして、従来の縦割り行政や、ばらまき政策をせず、異次元の政策を策定･実行していくとしていますが、自民党がやる以上は地方自治や地方財政の強化・拡大というよりは、上からの押しつけによる新たな中央集権化を意図したものにしかなりません。

そして、さらに問題なのは、安倍自公政権が行ってきた特定秘密保護法の強行採決をはじめ、閣議決定による集団的自衛権の行使容認、原発再稼働･輸出への政策転換など、危険で右翼的な政治が進められてきていることです。もちろん、国民の意識は、各種の世論調査でも明確に示されているように、必ずしもそうした安倍政権の政策や主張を支持していませんが、野党の追求の弱さもあり、数の力で強引に推し進めようとしています。

かつて日本は侵略戦争を行い、2,000万人とも3,000万人ともいわれるアジア諸国の人々を殺害し多大な被害を与え、日本自らも300万人を超える尊い命が犠牲となりました。その敗戦から、来年で70年が経過しようとしていますが、安倍自公政権は、日本を再び戦争の出来る国に逆戻りさせようとしているように見えてなりません。

今、こうした日本の現状を本気になって変革していかなければ、多くの働くもの、子供やお年寄り、障害を持つ人々にとっての未来は暗澹たるものになってしまいます。

我々は、現状の政治や社会を変革していくために、安倍自公政権を打倒して、もう一度民主党を中心とするリベラルな政治勢力による政権を樹立させ、平和憲法に基づく「国民の生活が第一」の政治を復活させなければなりません。

もちろん民主党には、党内の結束を固めてもらうのは当然として、特定秘密保護法や集団的自衛権、原発問題などについて曖昧な姿勢ではなく、民主党北海道のように自公政権に対する明確な対抗軸を示し、広範な政治勢力を結集してたたかっていくことを、強く要請したいと思います。

当面する政治闘争の山場は、来春の知事選を頂点とする統一自治体選挙と、その後のいつ解散があってもおかしくない衆議院議員選挙、そして2016年の参議院議員選挙です。

知事選は候補がまだ未決定ですが、今大会で、統一自治体選挙にのぞむ組織内道議･市議の第1次推薦決定を行いたいと思っています。

我々は、組織の総力をあげて、今申し上げた三つの政治決戦に勝利し、自公政権打倒の展望を切り開いていかなければならないと考えています。

どうか、皆さんのご理解と一層のご奮闘を心からお願い致します。

なお、自治労中央本部は、8月の定期大会で「新たな政治対応方針」を決定しました。

道本部としても、6月の道本部中央委員会や拡闘などで考え方を明らかにしながら、地本段階でも議論をいただいてきましたが、この方針が安倍政権の暴走を食い止め、打倒していくための、より広範な政治勢力の結集を目指すものであることから、賛成の立場で本部大会に臨んできたところです。

ぜひ今大会で、圧倒的な賛成で決定いただきますようお願いします。

次に、今年の賃金闘争について触れたいと思います。

8月7日に人事院勧告が出ましたが、内容は、すでにご承知のとおり、7年ぶりの賃金0,3％、一時金0,15月の引き上げ勧告となりました。しかし、同時に、我々が強く反対してきた給与制度の総合的見直しについての勧告も出されました。

内容は、来年4月より俸給表を平均2％、高齢職員層の多く在職する号俸は最大4％引き下げ、その原資を広域異動手当や単身赴任手当などに配分するというものです。

今までの例から言って、政府は国家公務員だけでなく、地方公務員にも引き下げを強要してくるのは確実です。

この見直しの問題点は、国家公務員にとっては給与原資を変えずに俸給と手当の配分の見直しとなるものの、我々地方公務員にとっては広域異動手当の適用が認められていないなど、給与の単純な引き下げでしかなく、到底受け入れられるものではありません。

具体的な闘争方針については、後ほど議案提案の際に詳しく触れられると思いますが、自治労中央本部は、今確定闘争を重要闘争と位置づけ、二つの山場を設定してたたかいを進めていくこととし、第１次を全国現業･公企統一闘争と結合して10月24日に、第2次を11月21日として全国統一行動日を設定してたたかうこととしました。

道本部としても、中央本部にしっかり結集して、10月24日には自治体当局に対して統一要求書を一斉提出すると同時に、「給与制度の総合的見直しについては地方公務員へは導入しないこと」を強く迫る取り組みを展開することとし、第2次の11月21日は今賃金確定闘争最大の山場と位置づけて、越年闘争も視野に入れながらたたかいを進めていきたいと考えています。

並行して、新たな人事評価制度の導入問題についても重要闘争課題として、取り組んでいきたいと思っています。

4月の通常国会で、民主党などの反対を押し切って地公法が改正されましたが、道市町村課の説明会が10月1日に開催予定であることなど、今後導入に向けての本格的な検討が各自治体で始まっていくこととなります。

これに対する道本部としての取り組みは、すでに自治体当局に対する要請書の提出や、いわゆる「評価結果の活用は労使交渉事項である」ことの労使確認を行うなど、単組段階の取り組みを不十分ながらも展開してきたところです。

詳しい取り組み方針については後ほど提案する予定になっていますが、いずれにせよ公布後2年以内の施行が義務づけられているなかでのたたかいとなっていきます。

今次確定闘争は、今申し上げた多くの重要課題の解決を図っていくたたかいとなります。

これまでと同様、大変厳しい情勢の中でのたたかいとなりますが、みなさんの最後までのご奮闘を心からお願いします。

本来であれば、①道本部組織強化・拡大長期計画、②男女が共に担う道本部第4次計画、③全国現業公企統一闘争、④脱原発、反戦・平和、反基地闘争などなど、申し上げるべき課題が沢山ございますが、時間の都合上省略させていただきますので、ご了承願います。

最後になりますが、今定期大会はこの間の闘いの総括と、向こう1年間のたたかう方針を決定していく重要な場です。

今大会の圧倒的な成功を勝ち取るために、みなさんの最後までのご協力を心からお願い申し上げ、雑ぱくになりましたが開会にあたってのあいさつといたします。
